
 
 
 

 

 

医療介護総合確保促進法に基づく 

秋田県計画 

＜令和６年度＞ 

 

 

 

 

 

令和７年２月 

秋田県 
  



（様式３：秋田県） 

6 
 

３．計画に基づき実施する事業
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 
地域医療連携推進法人等連携支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,146 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 一般社団法人秋田県医師会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 将来の人口減少を勘案し、地域でバランス良く医療機能を整備

していくためには、資源の有効活用を図っていく必要があり、医

療機関の役割分担と連携が求められている。 

そのような中、役割分担と連携を進めていくための有効な手段

の一つである「地域医療連携推進法人制度」の見直しがされ、令

和６年４月より、個人の開業医が参加できるようになった。これ

により、郡市医師会などで連携を検討しやすい状況となったこと

から、協議が進むように支援を行っていく。 

 アウトカム指標 ・各医療圏における地域医療連携推進法人設立又はその他の連

携開始数 

R7 までに 3 件 

事業の内容 地域医療連携推進法人設立等の協議を進めるための各圏域毎

の会議の開催や制度の認知度向上のための有識者を招いた研修

会等の開催、設立に向けた具体的な相談対応等を行う。 

アウトプット指標 ・各医療圏における会議の開催数 

R6：3 回、R7：3 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院や診療所に対する支援の実施により、地域医療連携推進法

人設立等に向けた協議が活発化することで、地域医療連携推進法

人の設立やその他連携による医療機関の役割分担と連携が進み、

病床の機能分化・連携など効率的な医療提供体制の構築が図られ

る。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

各年度、年度末までに、二次医療圏単位で研修会を１回会開催

し、地域医療構想の実現に資する地域医療連携推進法人の設立に

向けた制度周知や普及啓発を行う。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,146 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,764 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県  うち過年度残額 
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（Ｂ） (千円) 

1,382 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,146 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

2,764 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

2,764 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 
がん診療施設設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

108,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 がん診療連携拠点病院等 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 がんによる死亡率が全国で最も高い本県においては、患者に応

じた質の高い医療を効率的に提供していくため、がん対策の強化

を図る必要がある。 

 アウトカム指標 ・がんの年齢調整死亡率（75 歳未満） 

R3：77.2→R6：69.9（第４期秋田県がん対策推進計画では R10

目標：60.1） 

事業の内容 がん診療施設における良質かつ適切な医療を効率的に行うた

め、機器の整備に対して助成する。（国庫補助事業の廃止に伴う

財源移行分） 

アウトプット指標 ・当該補助により機器整備を行う病院数 

R2：1、R3：1、R4：0、R5：0→R6：5 

アウトカムとアウトプット

の関連 

がん診療連携拠点病院等におけるがん診療設備の整備により、

がん医療の質の向上及びがん医療の均てん化と集約化を図り、が

んに係る総合的な対策の強化に資する。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

108,000 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

72,000 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

36,000 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

108,000 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

57,600 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

14,400 

(千円) 

 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 
ドクターヘリ設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,992 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田赤十字病院 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 秋田県におけるドクターヘリ事業は、秋田赤十字病院を基地病

院として平成２４年１月から開始し、ヘリの運航実績（令和４年

度までの累計）は、要請件数が４，７６５件、出動件数が３，１

１９件となっている。 

広大な県土を有する本県において、ドクターヘリは、患者の搬

送時間の短縮と救命率の向上等により、救急患者の重篤化を抑制

するとともに、三次救急医療機関を核とした、医療圏を越えた救

急医療機能の連携の要として、救急医療体制の円滑な運営ととも

に、急性期機能に対する医療需要の適正化に大きく貢献してお

り、ドクターヘリの安定的な運航が求められている。 

 アウトカム指標 ・アウトカム指標：ドクターヘリの要請件数に対する出動件数の

割合 

R4：63.3％ → R6：65.3％ 

事業の内容 ドクターヘリの安全かつ効率的な運航を継続していくために、

基地病院である秋田赤十字病院における事業に要する設備の整

備を支援する。 

アウトプット指標 ・支援を行うドクターヘリ基地病院数 １施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

基地病院におけるドクターヘリ事業に要する設備の整備を支

援することで、安全かつ効率的なヘリの運航を継続することが可

能となることから、救急患者の重篤化の抑制により、急性期機能

に対する医療需要の適正化が図られる。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,992 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,330 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,331 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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4,661  

その他（Ｃ） (千円) 

2,331 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

2,330 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 
県北地区救急医療設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,086 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県北区域 

事業の実施主体 大館市立総合病院 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 県北区域においては令和６年度より、大館市立総合病院が地域

救命救急センターとして指定される。この指定により、当該病院

においては、市町村の枠を超えて県北地域全体を支える役割がよ

り一層高まることになる。 

一方、当該病院は市立病院であり、その設備は市の財源により整

備されることとなるが、前述のような役割を担うため必要な整備

を市の財源のみで行うのは過度な負担なり得るため、県による財

政的支援が必要である。 

 アウトカム指標 ・アウトカム：同病院における年間救急患者受け入れ件数 

R5：7,500（見込み） → R6：7,500 以上 

事業の内容 大館市立総合病院の救命救急センターとしての機能を維持向

上させるために必要な医療機器の整備に対して助成する。 

アウトプット指標 ・当該補助により機器整備を行う施設数 １施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県北における地域救命救急センターとしての役割を果たすの

に必要な機器の整備を進めることにより、県北地域の救急患者受

入体制の充実を図る。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,086 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

724 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

362 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,086 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額（国

費）における公

公  

   (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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民の別（注２） 724  

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 
心臓リハビリテーション施設設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

79,998 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 秋田県では高齢化社会を反映して、今後さらに心不全患者の増

加が想定される。心不全患者は病状が回復し退院しても、急性増

悪による入退院が繰り返し行われ、しだいに容態が悪化してい

く。それを防止し、健康長寿社会を実現するためには、心不全を

再発しないよう、退院後の回復期あるいは外来での心臓リハビリ

テーションの適切な実施が望まれる。 

地域全体で患者を支える体制が求められる中、心臓病患者が住

み慣れた地域で安心して療養生活を送るためには、各圏域で心臓

リハビリテーション施設を設けることが必要である。 

 アウトカム指標 ・心臓リハビリテーションが実施可能な圏域 

 R5:4 圏域、R6:6 圏域、R7:8 圏域 

事業の内容 心臓リハビリテーションを提供するための設備整備に対して

助成する。 

アウトプット指標 ・本事業によって設備整備を行う病院 ４病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、県内８圏域全てにおいて心臓リハビリテーショ

ンの拠点となる施設が整備され、心臓リハビリテーションの均て

ん化と集約化により、循環器病に関する医療機関の機能分化・連

携が進み、適切ない医療を効率的に提供できる体制が確保され

る。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

  79,998 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

35,554 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

17,778 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

53,332 

うち過年度残額 

(千円) 
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その他（Ｃ） (千円) 

26,666 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

   (千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

35,554 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 
入院患者に対する歯科医療推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

530 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 入院患者への口腔管理は、周術期における誤嚥性肺炎の予防

や、手術後感染症の予防による入院期間の短縮などに有効性があ

ることから、医科歯科連携体制の充実が求められている。 

 アウトカム指標 ・医科歯科連携に取り組む病院数 4 病院 ➝ 9 病院 

事業の内容 医科歯科連携を促進するため、病院の医療従事者と診療所の歯

科医師が連携しながら、入院患者に対する歯科医療の研修を実施

する。 

アウトプット指標 本事業によって歯科医療の研修を行う病院数 5 病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本研修を実施することで、診療所歯科医師による病院での歯科

医療が促進される。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

  530 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

353 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

177 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

530 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

   (千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

353 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 １－２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更

に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 
単独支援給付金支給事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

331,968 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県内の医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウ

イルス感染症への対応により顕在化した地域医療の課題への対応を含め、

地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制の構築が必要である。 

 アウトカム指標 ・令和６年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床

数 
 医療機関数 ４医療機関 
 急性期病床 561 床（再編前稼働病床数） → 426 床 
  回復期病床 157 床（再編前稼働病床数） → 180 床 
 慢性期病床  50 床（再編前稼働病床数） →  50 床 

事業の内容 医療機関が、地域の関係者間の合意を踏まえ自主的に病床数を減少す

る医療機関に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に向け

た取組の促進を図る。 
アウトプット指標 ・対象となる医療機関数 ４医療機関 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ自主的に病床数を減少する医

療機関に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に向けた取組

の促進を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

  331,968 

  

基 

金 

国（Ａ）  

(千円) 

331,968 

うち過年度残額 

(千円) 

69,996 

その他（Ｂ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

331,968 

うち過年度残額 

(千円) 

69,996 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 
「在宅医療の連携を担う拠点」整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

50,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 ８次医療計画に「在宅医療の連携を担う拠点」を位置付ける必

要があることから、秋田県在宅医療連携等検討会で検討を行った

ところ、連携を担う拠点については、地域の医師会が中心となっ

て、市町村と協議しながら進めるべきとの提言があった。 

 これを受け、医師会と協議を行い、県医師会が郡市医師会と連

携しながら、各圏域の拠点機能を担うことになった。 

 アウトカム指標 ・ICT の活用によって在宅医療の多職種連携を行う施設数  

 R5: 268 → R6: 300 

事業の内容 在宅医療の各圏域に「在宅医療の連携を担う拠点」を設け、各

圏域ごとの実情に応じた在宅医療の提供体制を構築するほか、市

町村が行う在宅医療・介護連携推進事業との連携を図る。 
また、ICT を活用した多職種連携や ACP の普及など、広域で

推進すべき事項に取り組み、在宅医療を推進する。 

アウトプット指標 ・在宅医療の課題解決に向けた協議の場の設定 ８圏域 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 各圏域に設けられた協議の場や、医療デジタルの普及の取組等

によって、介護施設も含めた多職種との連携が強化され、８次医

療計画の目指すべき方向である「ＩＣＴを活用した多職種連携」

が促進される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

50,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

33,333 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

16,667 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

50,000 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

33,333 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 
休日在宅医療当番医支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,719 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 郡市医師会等 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 在宅医療の需要増加が見込まれる中、医師の高齢化等によって

在宅療養支援診療所は減少しており、在宅看取り体制の維持を図

る必要がある。 

 アウトカム指標 ・在宅ターミナルケアを実施している診療所数（10 万人あたり） 

 R3: 5.6  → 現状維持 

事業の内容 在宅看取りを行う体制を確保するため、郡医師会単位で構築す

る休日在宅医療当番医制度に参画する医師の日当に対して助成

を行う。 

アウトプット指標 ・在宅看取り体制を構築する郡市医師会等 R6: 5 
アウトカムとアウトプット

の関連 

・在宅看取り体制を構築する郡市医師会等に補助を行うことで、

特定医師の負担を軽減し、地域の看取り体制の維持を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,719 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,146 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,573 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,719 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

3,146 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 
訪問看護事業所支援強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 訪問看護の需要拡大が見込まれる中、将来においても質の高い

安定的なサービス提供を確保するため、看護人材の確保や質の向

上、在宅医療に携わる機関との連携強化など、これまで以上に支

援体制を強化する必要がある。 

 なお、本事業は、令和６年４月開設予定の「秋田県訪問看護総

合支援センター」が事業を実施する予定。 

 アウトカム指標 ・訪問看護ステーション数 

R5：81 → R6：83 

事業の内容 ○看護人材の確保や質の向上 
・看護師確保に向けたインターンシップの実施 
・訪問看護師の養成と確保、実践力向上に関する研修の開催 
・新卒、新人訪問看護師確保に向けたプログラムの実施 

○在宅医療関係機関との連携 
・在宅医療の各圏域における意見交換、協議 
・訪問看護事業ネットワークの形成に向けた協議 など 

アウトプット指標 ・看護人材の確保や質の向上に関する研修会の参加人数 50 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問看護師の育成等の取組を充実させることで、事業所の新規

開設に必要な看護人材の確保に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

6,666 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,334 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

10,000 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

6,666 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

6,666 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

  



（様式３：秋田県） 

24 
 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 
退院調整看護師等養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,520 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 公益社団法人秋田県看護協会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 高齢化の進行や疾病構造の変化、医療制度改革に伴う療養病床

の削減等により、ニーズの拡大が見込まれる在宅医療に関わる看

護職員の確保や定着の促進が不可欠である。 

 アウトカム指標 ・退院支援看護師養成研修会終了者数 

R5:622（見込み）→ R6:682 

事業の内容 在宅医療に関わる看護師等の養成及び資質向上を図るため、県

看護協会が実施する在宅支援アセスメントや在宅介護サービス

調整等の退院支援・調整を行う看護師への研修、地域医療機関や

介護施設等で働く看護師の資質向上やネットワーク構築を図る

研修等に対して助成する。 

アウトプット指標 ・研修の実施 
退院支援看護師養成研修会終了者数（年間 60 名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

退院支援看護師養成研修会終了者の参加者を確保することで、

円滑な退院支援や地域医療機関や介護施設等との多職種連携が

促進される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,520 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,013 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

507 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,520 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

1,013 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 
在宅歯科医療従事者養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

321 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 充実した在宅医療サービスの提供を図るため、身体機能（オー

ラルフレイル含む）の維持・向上のための口腔管理など、歯科医

療従事者の育成及び資質の向上が必要となっている。 

 アウトカム指標 ・在宅療養支援歯科診療所数 

 R5: 70  → 現状以上 

事業の内容 歯科医師、歯科衛生士、介護職員等に対して、在宅歯科医療に

必要な知識、技術習得のための研修会を開催する。 

アウトプット指標 ・本事業の研修を受講する歯科医療従事者 50 名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

・在宅歯科医療に関する研修の実施によって、歯科医療従事者の

資質の向上を図りつつ、在宅医療に取り組む歯科診療所の増加に

繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

321 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

214 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

107 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

321 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

214 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 
地域包括ケアシステム深化・推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

881 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 市町村による地域包括ケアシステムの自律的な運営を推進す

るため、市町村職員の人材育成、管内地域の課題の分析や地域づ

くりに関する助言、地域の医療・介護・福祉従事者の連携推進の

強化等を実施していく必要がある。 

 アウトカム指標 ・医療・介護関係者の情報共有に取り組んでいる市町村数 

R5：20 市町村 → R6：22 市町村 

事業の内容 市町村主催の会議や研修へ参画し、地域の課題の把握及び地域

づくりに関する助言等を実施するほか、地域包括ケアシステムの

推進に必要な人材育成のため、市町村職員等を対象に研修会を開

催する。また、地域における医療・介護・福祉の連携の現状につ

いて認識を共有し、今後の課題等について様々な立場からの意見

を考慮した上での検討を行うことで地域包括ケアシステムの深

化・促進を図るため、行政・サービス提供者等・地域住民の代表

者による会議を開催する。 

アウトプット指標 ・研修会参加者数：30 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、市町村職員等が医療と介護の連携の取組を推進

するうえでの実践的な知識を習得し、各市町村の多職種連携が促

進される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

881 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

587 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

294 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

881 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

587 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  うち過年度残額 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.14（医療分）】 
地域医療支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

91,568 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師少数県である本県においては、県民の医療ニーズに対し、

効率的で質の高い医療を提供するため、医師の不足・地域による

偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・県内臨床研修修了者（平成 18 年度以降）の県内定着者総数 

（R5：710 人 → R6：745 人） 

事業の内容 医師不足並びに地域及び診療科の偏在を解消するため、「あき

た医師総合支援センター」を設置し、運営する。（H26 計画から

の恒常的事業・旧国庫補助） 

アウトプット指標 ・医師派遣・あっせん数 R1：55 件 → R6：90 件 
・キャリア形成プログラムの作成数 累計２件 
・地域枠医師数（臨床研修終了後）に対するキャリア形成プログ

ラム参加 
医師数の割合  100％ 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、修学資金貸与医師等の若手医師が県内病院を循

環しながら、キャリア形成することが可能になり、医師の県内定

着の効果が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

91,568 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

61,045 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

30,523 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

91,568 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

61,045 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.15（医療分）】 
医師修学資金等貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

284,778 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、医師の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進

する必要がある。 

 アウトカム指標 ・知事が指定した県内の医師少数区域等の病院で勤務する医師数 

（R5：78 人 → R6：95 人） 

事業の内容 秋田大学地域枠等の増員に伴う修学資金を貸与する。 

アウトプット指標 ・修学資金貸与医師・学生数（R6： 183 人） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、中長期的に県内病院に勤務する医師を確保する

ことができ、医師不足解消に向けた効果が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

284,778 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

189,852 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

94,926 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

284,778 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

189,852 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

  



（様式３：秋田県） 

32 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.16（医療分）】 
地域偏在改善に向けた地域医療実習支援

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師の地域偏在を是正するため、地域医療に従事する意義を理

解する医師を養成する必要がある。 

 アウトカム指標 ・県内臨床研修医のうち秋田大学出身医師数（R5:43 人→R7.3

月:44 人） 

事業の内容 医学生や研修医に地域医療を体験する場を提供し、指導医との

関係構築等に取り組む医療機関に対し、受入に必要な経費の一部

を支援する。 

アウトプット指標 ・医師不足地域の医療機関における実習受入人数 120 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、秋田大学医学生が医師少数区域等の指導医と顔

の見える関係を構築することが可能となり、県内の初期臨床研修

医の確保及びその後の県内定着の効果が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,333 

うち過年度残額 

(千円) 

955 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,667 

うち過年度残額 

(千円) 

478 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

11,000 

うち過年度残額 

(千円) 

1,433 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

6,266 

うち過年度残額 

(千円) 

955 

民  

(千円) 

1,067 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.17（医療分）】 
産科医等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

32,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 産科医に分娩手当を支給する医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

産科医の不足により診療体制の維持が困難な病院が増加して

いることから、勤務環境の改善や負担軽減等のため、処遇改善を

通じて産科医の離職防止や安全な医療の確保を図る必要がある。 

 アウトカム指標 ・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 

（R5：74 人 → R6：74 人） 

事業の内容 産科医不足に対応するため、産科医等に分娩手当を支給する分

娩取扱機関に対して助成する。（H26 計画からの恒常的事業・旧

国庫補助） 

アウトプット指標 ・手当支給施設数（R6：18 施設） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

産科医の勤務環境や処遇の改善を図ることにより、産科医の離

職防止や医療安全確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

32,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

10,666 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,334 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

16,000 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

16,000  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

7,298 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

3,368 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.18（医療分）】 
県内女性医師等支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,536 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

女性医師の数は年々増加している一方、出産や育児を契機に離

職するケースも多く、キャリア形成・離職防止に向けた支援が必

要である。 

 アウトカム指標 ・県内臨床研修修了者のうち女性（平成 18 年度以降）の県内定

着者総数（R5：235 人 → R6：250 人） 

事業の内容 業務集中の均衡化、地域・診療科偏在の改善に繋げることを目

的とした医師のライフステージに応じた多様な働き方の中での

勤務の在り方についての意識を向上させる啓発活動の実施及び

女性医師等就業相談窓口の運営を委託する。（H26 計画からの恒

常的事業・旧国庫補助） 

アウトプット指標 ・本事業におけるシンポジウム等の開催回数及び参加人数（4 回、

80 人） 
・女性医師からの就業等に関する相談件数（R4：29→R6：55 件） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、年々増加している女性医師に対するキャリア形

成支援が図られ、女性医師の離職防止の効果が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,536 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,690 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

846 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

2,536 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

1,690 

うち過年度残額 

(千円) 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,690 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.19（医療分）】 
看護職員再就業促進研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、看護職員の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層

推進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・復職就業人数   R4：27 人 → R6：28 人 

事業の内容 潜在看護職員を対象に、実技演習や講義研修を実施する。（H26
計画からの恒常的事業・旧国庫補助） 

アウトプット指標 ・再就業研修受講者数 120 人（Ｒ４実績：114 人） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本研修事業により、潜在看護職員に対する効率的な復職支援が

図られ、看護職員確保に向けた即効的な効果が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,500 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,000 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

500 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,500 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

1,000 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,000 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.20（医療分）】 
新人看護職員研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,758 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県内病院 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、看護職員の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層

推進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・新人看護職員離職率の全国平均（10.3％）以下 

※Ｒ４実績  5.5％（27 施設、離職者 16 人／新人看護師 292 人） 

事業の内容 新人看護職員の資質向上や早期離職防止を図るため、新人看護

職員研修を実施する病院等に対して助成する。（H26 計画からの

恒常的事業・旧国庫補助） 

アウトプット指標 ・当該補助により新人看護職員研修を実施する施設数 28 施設 
・新人看護職員研修参加者数 361 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、新人看護職員に対する看護基礎教育の充実及び

臨床実践能力の向上が図られ、新人看護職員の離職防止に有効で

ある。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

31,758 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

6,314 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,157 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

9,471 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

22,287 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

4,575 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

1,739 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.21（医療分）】 
看護職員資質向上研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,855 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、看護職員の資質向上を図る事業や看護職員の定着促進に向け

た事業などに一層取り組む必要がある。 

 アウトカム指標 ・正規雇用看護職員離職率の全国平均（11.6％）以下 

※Ｒ３実績  7.6％（回答施設 22 施設:日本看護協会調査研究

報告） 

事業の内容 看護職員のニーズに応じた研修や新人教育担当者を対象とし

た研修を開催することなどにより、看護職員の資質向上や新人看

護職員の定着促進を図る。（H26 計画からの恒常的事業・旧国庫

補助） 

アウトプット指標 ・看護職員の資質向上に係る研修受講者数 450 人 
・新人看護職員の離職率低減に係る研修受講者数  110 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本研修事業により、新人看護職員の離職防止と定着を促進する

とともに、現場で生じる諸課題に柔軟かつ的確に対応できる質の

高い看護職員の育成を図ることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,855 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

4,821 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,410 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

7,231 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

624 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

4,821 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.22（医療分）】 
専門看護師等養成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,388 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 専門看護師、認定看護師、特定行為看護師等養成のために看護職

員等を派遣する医療機関等 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向け、急性期医療や慢

性期医療、在宅医療等の各々の場で活躍が期待されている特定行

為看護師等を養成していく必要がある。 

 アウトカム指標 ・特定行為研修修了看護師が配置されている施設数 

R4：58 施設 → R6:115 施設 

事業の内容 在宅医療や急性期及び慢性期医療おける特定行為を行う看護

師等の需要が見込まれており、特定行為研修を修了した看護師等

を確保するため、研修に看護師を派遣する医療機関等に対して助

成する。 

アウトプット指標 ・特定行為研修受講予定者数  
R6：57 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本養成事業により、看護現場において高水準の看護が実践され

ることから、看護ケアの質の向上が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,388 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

4,633 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,317 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

6,950 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

12,438 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

2,560 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

2,073 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.23（医療分）】 
看護師等養成所運営支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

582,578 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田しらかみ看護学院、中通高等看護学院、由利本荘看護学校、 

秋田看護学校 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、看護職員の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層

推進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・補助対象の養成所卒業生の県内就業率 

R5.4 : 91.5% → R7.4 : 92% 

事業の内容 看護師等養成所の教員や教材の充実を図り、教育内容を向上さ

せることで、より質の高い看護職員を養成するとともに、安定的

な看護職員の供給体制を確保するため、看護師等養成所の運営費

に対して助成する。（H26 計画からの恒常的事業・旧国庫補助） 

アウトプット指標 ・当該補助により看護師等養成を行う施設数 ４施設 
定員数 510 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、看護師等養成所における教育内容を向上させる

ことで、より質の高い看護職員の養成及び安定的な供給体制の確

保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

582,578 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

84,420 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

42,211 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

126,631 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

455,947 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

84,420 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.24（医療分）】 
ナースセンター機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,908 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、看護職員の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層

推進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・看護職員従事者数 

R4 14,341.2 人 → R6 看護職員需要数 15,870.6 人 

事業の内容 求職者及び求人施設に対するきめ細かな相談・職業紹介・情報

提供等を行い、地域偏在・領域偏在解消に向けたマッチングを強

化するとともに、ハローワークとの連携による出張相談、離職時

届出登録の周知等復職支援を実施し、看護職員の確保・定着を図

る。 

アウトプット指標 ・ナースバンク事業による就職者数（年間 160 人以上） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

求人求職相談体制、マッチング支援の強化により、看護職の就

業を促進し、看護職員数の増加につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,908 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

8,605 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

4,303 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

12,908 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

8,605 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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8,605  

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.25（医療分）】 
病院で働く医療従事者確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,750 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県内病院 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化が急速に進む本県において、増大する医療ニーズに対応

し、住み慣れた地域で自分らしい生活を続けられる医療提供体制

を維持するため、地域の病院で働く医療従事者の確保が急務であ

る。 

 アウトカム指標 ・病院看護職員（常勤換算）R5 8,520.3 人からの増 

（秋田県充足状況調査 R5.10.1） 

・病院薬剤師（常勤換算） R5   352.2 人からの増 

             (秋田県薬剤師需要状況調査 R5.9.1) 

事業の内容 看護職員や薬剤師等、不足する医療従事者を確保するため、病

院が行う就職支援サイト等での情報発信や合同病院説明会への

参加費用及び病院見学や実習を行う県外学生の受入経費につい

て助成するとともに、中高生に対し医療職種を周知することによ

り、職業に対する理解促進を図る。 

アウトプット指標 ・合同病院説明会参加者数 50 人（５施設×10 人） 
・病院見学、実習等参加者数 140 人（14 施設×10 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

合同病院説明会や病院見学、実習等の実施により、看護職員、

薬剤師等の確保を図り、医療従事者数の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,750 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,618 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,310 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

3,928 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

2,822 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

1,108 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

1,510 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.26（医療分）】 
歯科衛生士確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,716 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県歯科医療専門学校 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、歯科衛生士の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一

層推進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・県内の歯科衛生士養成校卒業者の県内就職割合 

（Ｒ４年度卒業者：71.4％ → Ｒ６年度卒業者：90％） 

事業の内容 歯科衛生士の安定的な供給及びその資質向上を図るため、養成

所の運営費を助成する。（H26 計画からの恒常的事業） 

アウトプット指標 ・本事業により歯科衛生士を養成する施設数（R6：１施設） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、歯科衛生士の県内定着が進むことで、従事者の

安定的な確保及び医療の質の向上が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,716 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,144 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,572 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,716 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

3,144 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.27（医療分）】 
病院内保育所運営支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

73,806 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 民間３医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、医師をはじめとする医療従事者の不足・地域による偏在の解

消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・正規雇用看護職員離職率の全国値(11.6％)以下 

 ※全国値（日本看護協会 2022 年病院看護実態調査）  

※2021 年度秋田県実績  離職率 7.6％ 

事業の内容 女性医師及び看護師の離職防止・定着化を図るために行う病院

内保育所の運営事業に対して助成する。（H26 計画からの恒常的

事業・旧国庫補助＋県単補助） 
アウトプット指標 ・当該補助により病院内保育施設を運営する施設数 

（R5：3 施設 → R6：3 施設） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、病院内保育所の安定的運営を支援することで、

医療従事者の離職防止や再就業の促進が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

73,806 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

6,821 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,411 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

10,232 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

63,574 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

6,821 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.28（医療分）】 
理学療法士確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、理学療法士等の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を

一層推進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・本県から修学資金の貸与を受けた者が、卒業後直ちに県内医療

機関等に就職した割合（R4 年度県内就業者：33.4％ → R6 年

度県内就業者：75％） 

事業の内容 理学療法士等の県内定着を図るため、修学資金を貸与する。 
アウトプット指標 ・修学資金貸与者数（R6：29 人） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、理学療法士の県内定着が進むことで、従事者の

安定的な確保及び医療の質の向上が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

8,000 

うち過年度残額 

(千円) 

1,231 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

4,000 

うち過年度残額 

(千円) 

615 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

12,000 

うち過年度残額 

(千円) 

1,846 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

8,000 

うち過年度残額 

(千円) 

1,231 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

  



（様式３：秋田県） 

53 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.29（医療分）】 
自治体保健師の人材育成支援事業（現任教

育支援） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,979 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

1.保健師の活動領域の拡大と実践力の高度化への対応 

多様な健康課題への対応とともに、新興感染症・災害対応等の

健康危機管理など、自治体保健師の活動領域や求められる役割が

拡大している。 

2.自治体保健師の確保定着に向けた人材養成の推進 

全国的に自治体保健師の確保定着が重要な課題となっており、

現任教育体制の整備が、特に新任期保健師の離職防止においても

重視される。 

3.現任教育の市町村格差の是正 

小規模町村や地理的に不利な自治体もカバーする現任教育体

制が必要。 

 アウトカム指標 ・計画的な現任教育に取り組む市町村数 25 市町村 

（R4 年度調査 3 市町 → R8 年度 25 市町村） 

事業の内容 新任期、中堅期、指導期の立場にある自治体保健師を対象とす

る研修会を実施し、専門能力向上、定着促進及び後進育成につな

げる。特に集合研修の受講が困難な遠方の市町村や小規模自治体

においては、ＤＸ活用による受講環境を整えるとともに、繰り返

し視聴できるコンテンツ開発等により、受講の機会を逸しないよ

う対応し、かつ履修の進化を図り、継続的・体系的な人材育成支

援を行う。 
アウトプット指標 ・研修事業への参加市町村数 25 市町村 

・自治体常勤保健師のうち研修受講した者の割合 100％ 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本研修事業により、県内各市町村の個別事情をカバーし、より

計画的な研修派遣が可能となるとともに、長期的な視点で現任教

育に取り組める環境が整備し、自治体保健師の人材確保及び定着

につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,979 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

6,652 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,327 

うち過年度残額 

(千円)  
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計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

9,979 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

6,652 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.30（医療分）】 
緩和医療機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田大学医学部附属病院 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の緩和医療専門医は 1人で人口 100 万人当たり 1.1（全国：

336 人、人口 100 万人当たり 2.7）、緩和医療認定医は 5人で人口

100 万人当たり 5.4（全国：1,032 人、人口 100 万人当たり 8.3

人）であり、緩和医療に係る専門医の不足が課題である。そのよ

うな中、がんと診断された時から必要となる緩和ケアの適切な提

供が求められていることから、県内のがん拠点病院等における緩

和ケアに従事する専門医師の育成・確保が必要である。 

 アウトカム指標 ・緩和ケアチーム新規介入患者数 

（R4：1,011 人 → R6：1,061 人 → R8：1,111 人） 

事業の内容 がん診療連携拠点病院等へ派遣し、緩和医療に関わる指導・助

言等を行うための医師を秋田大学医学部附属病院緩和ケアセン

ターに配置するために要する費用に対し補助する。 
アウトプット指標 ・緩和ケアセンター機能を持つ施設数 

（R5：1 施設 → R6：1 施設 → R8：3 施設） 
・緩和ケア病棟（床）を有する医療機関数 
（R5：3 病院 → R6：1 施設 → R8：4 病院） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

第４期秋田県がん計画の目標と整合性を図り、県内の緩和ケア

の提供体制を強化することで、がん患者やその家族が切れ目な

く、適切な緩和ケアを受けられる体制を整備する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,500 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

5,000 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,500 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

7,500 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

5,000 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.31（医療分）】 
小児救急電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,159 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日（毎年度実施事業） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、医師の不足や地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進

する必要がある。小児の疾病は救急ニーズが多いものの、軽度な

症状が多く、救急部門現場の繁忙化の要因となっており、医療従

事者の負担の軽減が求められている。 

 アウトカム指標 ・直ぐの受診又は１１９番通報を勧めた者以外の相談件数 

（R5:2,500 件（見込み）→R6：2,500 件以上） 

事業の内容 小児救急の電話相談の運営について委託する。 
アウトプット指標 ・小児救急電話相談件数 

R5：3,400 件（見込み）→R6：3,400 件以上 
アウトカムとアウトプット

の関連 

受診前の相談機能を強化することにより、小児科医の負担を増

やすことなく、適切な医療が提供される環境の整備を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,159 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

14,106 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

7,053 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

21,159 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

14,106 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

14,106 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.32（医療分）】 
心臓リハビリテーション指導士養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

156 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県では高齢化社会を反映して、今後さらに心不全患者の増加

が想定される。心不全患者は病状が回復し退院しても、急性増悪

による入退院が繰り返し行われ、次第に容態が悪化していく。そ

れを防止し、健康長寿社会を実現するためには、心不全を再発し

ないよう、心臓リハビリテーションの実適切な実勢が望まれる。 

心臓リハビリテーションを実施するためには、必要な設備を整

備する必要があるほか、それを指導するために退会リハビリテー

ション技術と知識を有する心臓リハビリテーション指導士を養

成・確保する必要がある。 

 アウトカム指標 ・心臓リハビリテーションが実施可能な圏域 

 R5:4 圏域、R6:6 圏域、R7:8 圏域 

事業の内容 心臓リハビリテーション指導士の配置を促進するため、理学療

法士などの専門職を心臓リハビリテーション指導士指定研修機

関に派遣する医療機関に対し研修費用及び資格受験費用の一部

を補助する。 
アウトプット指標 ・本事業により心臓リハビリテーション指導士の養成を行う医療

機関数 
 ４病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、県内８圏域において心臓リハビリテーションの

拠点が整備されることとなり、患者が住み慣れた地域で安心して

療養生活を送ることが可能となる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

156 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

69 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

35 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

104 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

52 
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

69 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.33（医療分）】 
医療的ケア児支援センター事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

845 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加するとともにその

実態が多様化していることから、医療的ケア児及びその家族が

個々の医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切な支援を受け

られるようにする。令和３年に施行された医療的ケア児及びその

家族に対する支援に関する法律第 14 条で定められた医療的ケア

児支援センターを秋田県立医療療育センターに設置し、医療的ケ

ア児やその家族の様々な相談について総合的に対応する。 

 アウトカム指標 ・医療的ケア児及びその家族等および支援者等からの相談件数 

（R4 年度 253 件、R5 年度 531 件、R6 年 12 月末現在 390 件） 

事業の内容 医療的ケア児支援センター「コラソン」において、医療的ケア

児と家族等への専門的な相談対応と情報提供、助言等を行い、多

職種連携による支援を行う。 

アウトプット指標 ・医療的ケア児等コーディネーター配置状況 
（R4 年度 61 人 → R5 年度 80 人 → R6 年度 96 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 医療的ケア児及び家族等からの電話相談等に加え、全県を巡回

して相談支援を行い、関係機関及び多職種が連携して関わり、医

療的ケア児等コーディネーターも総合的な調整を行うことによ

って、個々の医療的ケア児に応じた適切な支援に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

845 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

563 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

282 

うち過年度残額 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

845 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

563 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.34（医療分）】 
災害医療従事者育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,899 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地震などの自然災害や大規模な事故の発生、新興感染症のまん

延時等に、被災地における医療活動や地域において必要な医療を

提供できるよう、災害時の医療体制の充実強化を図る必要があ

る。 

 アウトカム指標 ・県内日本ＤＭＡＴ隊員数 

（R6：184 人 → R10：200 人） 

事業の内容 災害現場や避難所等において救護を行う災害派遣医療チーム

（ＤＭＡＴ）の養成、研修の企画等を行うＤＭＡＴインストラク

ター養成に係る研修等に参加するための旅費への助成を行う。 
アウトプット指標 ・旅費の助成件数 

（R6：20 件） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

ＤＭＡＴの養成研修への参加、1.5 日研修を企画するＤＭＡＴ

インストラクターを養成することにより、新規ＤＭＡＴ隊員が増

加し、災害時における適切な医療提供体制が確保できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,899 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,266 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

633 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,899 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

1,266 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） うち過年度残額 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.35（医療分）】 
看護学生修学資金貸付金 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

33,060 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、県内の看護職員が不足している状況

であり、効率的で質の高い医療を提供するため、看護学生の県内

定着を促進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・看護師等学校養成所の県内就業率の増加 

（R5：64.1％ → R6：65.0％ → R7：66.0％） 

事業の内容 看護師等学校養成所に在学する者（看護系大学の大学院修士課

程で学ぶ看護職員を含む。）で将来県内において看護職員の業務

に従事しようとする者に対して修学資金を貸与する。 
アウトプット指標 ・新規貸与者 

（R6：26 人） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、中長期的に県内病院等に勤務する看護師を確保

することができ、看護師不足解消に向けた効果が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

33,060 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

18,674 

うち過年度残額 

(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

9,338 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

28,012 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

5,048 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

18,674 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.36（医療分）】 
秋田県医療連携ネットワークシステム機能

強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,719 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県、秋田県医師会、医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 「秋田県医療連携ネットワークシステム（愛称：あきたハート

フルネット）」は、医療機関同士の機能分化や連携を進めるため

に必要な診療情報共有化を実現するシステムとして、平成２６年

度から運用が開始され、医療の継続性、検査や投薬の重複防止な

ど、効率的で質の高い地域医療提供体制の実現に資する本医療情

報ネットワークシステムを活用する県内医療機関は増加してい

る。 

一方、運用開始から６年を経過し、全国的に地域医療情報連携

ネットワークシステムの機能向上は著しく、本県においてもシス

テム機能の強化が求められている。 

 アウトカム指標 秋田県医療連携ネットワークシステムへの登録患者数 

（Ｒ２：6,875 人 → Ｒ６：18,000 人） 

事業の内容 「あきたハートフルネット」の機能強化を行い、ネットワーク

システムへの医療機関の参加を更に促進し、ネットワークの拡大

を図る。 

アウトプット指標 秋田県医療連携ネットワークシステムの機能向上を図る医療機

関 １２施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療情報連携ネットワークの基盤を整備により、診療情報

の共有化を更に進め、広大な県土を有する本県における効率的で

質の高い地域医療提供体制の整備を図る。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

  (千円) 

31,719 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

21,146 

うち過年度残額 

(千円) 

21,146 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

10,573 

うち過年度残額 

(千円) 

10,573 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

31,719 

うち過年度残額 

(千円) 

31,719 
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その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

   (千円) 

21,146 

うち過年度残額 

(千円) 

21,146 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.37（医療分）】 
地域医療構想推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

288 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 地域医療構想の実現を図るため、中立的な立場から助言等をい

ただける専門家（アドバイザー）が必要である。 

 アウトカム指標 病床利用率 R5:74.3％ → R6:75.6％ 

事業の内容 各区域で開催される地域医療構想調整会議及び広域化した二

次医療圏単位で開催される合同会議へ出席し、２０２５年を見据

えた地域の医療提供体制に関する議論を進めるほか、議論の論点

整理を行う。 

アウトプット指標 ・各地域で開催される地域医療構想調整会議及び広域化した二

次医療圏単位で開催される合同会議へのアドバイザーの出席回

数（年１９回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療構想調整会議における議論やアドバイザーによる助言

等により病床機能の再編が促進し、地域医療構想に示す必要病床

数に近づくことにより、病床利用率が向上する。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

288 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

192 

うち過年度残額 

(千円) 

192 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

96 

うち過年度残額 

(千円) 

96 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

  288 

うち過年度残額 

(千円) 

288 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

192 

うち過年度残額 

(千円) 

192 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.38（医療分）】 
二次医療圏高度救急医療機能病床新設のた

めの医療機器整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

318,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

大館・鹿角区域 

事業の実施主体 大館市立総合病院 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

大館・鹿角区域においては、三次救急医療機能の不足により、高度な医療

を必要とする患者が県外へ流出している状況にある。また、近隣医療機関

の診療体制縮小の影響により、地域の中核病院である大館市立総合病院へ

の救急医療機能の集約化が今後も進むことが予想されるため、救急医療に

ついて、大館市立総合病院の更なる機能充実と区域内における機能分化が

急務となっている。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：県北地域における三次救急医療施設数 

（Ｒ２：０ → Ｒ６：１） 

事業の内容 区域内における救急医療の充実と機能分化が求められる中、複数

の重症患者への対応や、緊急性の高い患者への早期治療開始が可

能な体制を有する三次救急医療施設を整備するため、救急処置室

等の施設整備と医療機器等の整備に取り組む。 

アウトプット指標 ・救急処置室、時間外処置室の面積（Ｒ２：90 ㎡ → Ｒ５：195 ㎡） 

・診察室の数          （Ｒ２：２室 → Ｒ５：４室） 

・トリアージ室の数       （Ｒ２：０室 → Ｒ５：１室） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・救急処置室、時間外処置室の面積（Ｒ２：90 ㎡→Ｒ５：195 ㎡） 

・診察室の数          （Ｒ２：２室→Ｒ５：４室） 

・トリアージ室の数       （Ｒ２：０室→Ｒ５：１室） 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

大館・鹿角区域に高度な救急医療機能を有する医療施設が整備さ

れることで、複数の重症患者の受入が可能となり、緊急性の高い

疾患患者に対する医療機能が大幅に向上する。結果、高度な専門

的医療提供を当該区域内で完結することが可能になるほか、当該

区域のみならず県北部を広域的にカバーする三次救急医療の提

供も可能となる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

318,000 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

212,000 

うち過年度残額 

(千円) 

212,000 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

106,000 

うち過年度残額 

(千円) 

106,000 

計（Ａ＋Ｂ）  うち過年度残額 
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(千円) 

318,000 

(千円) 

318,000 

その他（Ｃ） (千円)  

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

212,000 

うち過年度残額 

(千円) 

212,000 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.39（医療分）】 
キッズ・ナラティブブック秋田構築事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,080 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県医師会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 医療的ケア児は、R5.4.1 現在秋田県に 139 名いる。それぞれ、

気管切開や胃ろうなど複数のケアを必要としている。 

診察を受けている医療機関も複数存在し、訪問看護や薬剤師、

リハビリ、教育など複数のサポート体制を必要とするほか、災害

時には多職種・多機関による連携が必要である。 

 アウトカム指標 ・キッズ・ナラティブブックの登録人数 

 ０名（システム未構築）→ R6:１２１名 

事業の内容 １）現在、運用されているナラティブブック秋田を障害児医療

に対応する形式で作成することとし、災害時にも対応する様式と

する。 
２）対象児童に関して情報の入力を行う。（家族による成長の

記録や写真、治療の経過等の医療の記録、災害時の避難計画、他） 
３）参加者は家族と本人を主体とし、家族が許可した方のみが

参加可能となる。医師、訪問看護師、訪問薬剤師、訪問リハビリ、

教育関係者、相談支援専門員、保健師など。 

アウトプット指標 ・キッズ・ナラティブブックの整備 一式 
・患者・従業者向け説明会 ５回実施 

アウトカムとアウトプット

の関連 

キッズ・ナラティブブックを整備し、関係者へ周知することで、

医療的ケア児が登録され、関係者の情報共有、連携が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,080 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

5,387 

うち過年度残額 

(千円) 

5,387 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,693 

うち過年度残額 

(千円) 

2,693 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

8,080 

うち過年度残額 

(千円) 

8,080 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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の別（注１） 民  

(千円) 

5,387 

うち過年度残額 

(千円) 

5,387 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.40（医療分）】 
訪問看護総合支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,296 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県看護協会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 住み慣れた地域で在宅療養を最後まで支える「地域包括ケアシ

ステム」を構築する上で、訪問看護の体制整備と人材確保は喫緊

の課題となっている。 訪問看護供給体制の安定化や質の向上を

図るため、訪問看護に関する様々な課題を一元的に解決するため

の拠点として「訪問看護総合支援センター」を整備し、訪問看護

ステーションの利用調整・相談・研修等の事業を行う。 

 アウトカム指標 訪問看護ステーション数（人口 10 万対） 

7.53（R2）→8.86 以上（R6） 

事業の内容 1. 経営支援  
1）事業所運営基盤整備支援  
2）訪問看護事業所の開設支援  
2. 人材確保  
1）潜在看護師・プラチナナース 等の就業及び転職促進  
2）新卒看護師採用に向けた取り組み  
3. 訪問看護の質の向上  
1）訪問看護に関する情報分析、質の向上に向けた連携の場の設置等  

2）教育・研修実施体制の組織化  
アウトプット指標 訪問看護に係る相談件数 

０（R4）→ 6（R5）→ 12（R6 年度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問看護に係る相談窓口が創設され、経営支援等を行う基盤が整備さ

れることによって、事業所の新規開設数増加に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,296 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

8,864 

うち過年度残額 

(千円) 

8,864 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

4,432 

うち過年度残額 

(千円) 

4,432 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

13,296 

うち過年度残額 

(千円) 

13,296 

その他（Ｃ） (千円)  
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

  (千円) 

8,864 

うち過年度残額 

(千円) 

8,864 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.41（医療分）】 
在宅医療推進薬剤師研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,750 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県薬剤師会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 高齢化の進行や疾病構造の変化、近年の医療制度改革に伴う療

養病床の削減等により、在宅医療の需要の拡大が見込まれている

ことから、薬局薬剤師が在宅療養患者の独居高齢者や患者家族の

負担軽減と安全性の高い医療の提供を行うため、居宅療養管理指

導に必要な褥瘡の処置や、服薬支援としての簡易懸濁法、特定保

険医療材料等の知識と技能の向上を図る必要がある。 

 アウトカム指標 ・在宅患者訪問薬剤管理指導の届出件数の増加（R1.12 現在 452

件） 

R1:452 件 R2:465 件 R3:478 件 R4:491 件 R5:491 件 

R6:491 件 R7:491 件 

事業の内容 在宅医療にかかわる薬局薬剤師の資質向上及び技能取得を図

るため、秋田県薬剤師会が実施する、褥瘡に関する研修、簡易懸

濁法に関する研修、薬局での無菌調剤に関する研修、特定保険医

療材料に関する研修に対して助成する。 

アウトプット指標 ・褥瘡対応研修会の参加者数 
R1:50 件  R2:50 件  R3:50 件  R4:50 件  R5:50 件    

R6:50 件 R7:50 件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

薬剤師が褥瘡ケアの知識を習得、褥瘡ケアに対する意識の向上

を図ることで、居宅において指導する際に、より包括的なケアの

提供につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,750 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,167 

うち過年度残額 

(千円) 

1,167 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

583 

うち過年度残額 

(千円) 

583 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

  1,750 

うち過年度残額 

(千円) 

1,750 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注１） 

  

民  

(千円) 

1,167 

うち過年度残額 

(千円) 

1,167 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.42（医療分）】 
高齢者の寝たきり防止支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,250 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田大学 高齢者医療先端研究センター 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 多くの高齢者は様々な疾患や障害をもっており、居宅、施設等

においてもこれらの発症や進行を抑制するための予防医療の提

供が必須である。そのためには、通わずに居宅等においても提供

可能な具体的な方法が必要である。 

 アウトカム指標 ・介入前後における高齢者総合機能評価(CGA)の改善[認知機能,

うつ状態,フレイル指標の改善;MMSE:23→26,GDS15:10→5,J-

CHS:≧3→≦1-2 (R3→R6)] 

事業の内容 本事業では、高齢者に対して低周波刺激(DMV: Deep micro 

tactile)療法の提供を行う。同手法は医学的に、基礎体力、認知

機能や睡眠等の予防改善効果が認められるものであり、居宅等の

様々な環境下で生活する高齢者に対して、24 時間常時、IoT 制御

下により介入が行われる。 

アウトプット指標 ・1 年あたり高齢者 60 名からのデータ収集及び改善指導 
アウトカムとアウトプット

の関連 

アウトカム指標に基づくパイロット的な取組みから、県全体への

取組への発展 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,250 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

833 

うち過年度残額 

(千円) 

833 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

417 

うち過年度残額 

(千円) 

417 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,250 

うち過年度残額 

(千円) 

1,250 

その他（Ｃ） (千円)   

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

833 

うち過年度残額 

(千円) 

833 

民  

  (千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.43（医療分）】 
診療参加型病診連携支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

264 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県南区域 

事業の実施主体 秋田県厚生農業協同組合連合会、横手市 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、医師の不足や地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進

する必要がある。 

 アウトカム指標 ・夜間・休日等の救急診療支援が行われる救急告示病院における

常勤医師数に対する診療支援参加医師延べ数の割合 

（Ｒ３：78.0% → Ｒ６：78.0%） 

事業の内容 地域の診療所医師が救急告示病院で行う夜間・休日等の救急診

療支援に要する経費に対し助成する。 
アウトプット指標 ・夜間・休日等の救急診療支援が行われる救急告示病院数（３施

設） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域の診療所医師が行う夜間・休日等の救急診療支援により、

勤務医の負担軽減、地域住民の利便性の向上が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

264 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

176 

うち過年度残額 

(千円) 

176 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

88 

うち過年度残額 

(千円) 

88 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

264 

うち過年度残額 

(千円) 

264 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

176 

うち過年度残額 

(千円) 

176 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.44（医療分）】 
鹿角地域医療多職種連携推進学講座設置

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県北区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、医師の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進

する必要がある。 

 アウトカム指標 ・県北医療圏の医療施設従事医師数 

 （R2:357 人 → R8：390 人）※秋田県医師確保計画 

事業の内容 鹿角地域の医療の向上を図るため、鹿角地域の医療連携支援の

あり方などに関する教育研究等を行う寄附講座を鹿角市及び小

坂町と共同で岩手医科大学に設置する。 
アウトプット指標 ・教員数２名 

・鹿角地域住民向け公開講座 年：１回 
・多職種連携教育事業 年：２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、医師少数区域である大館・鹿角医療圏内の病院

に勤務する医師を確保することができ、医師不足解消に寄与す

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

30,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

13,333 

うち過年度残額 

(千円) 

13,333 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

6,667 

うち過年度残額 

(千円) 

6,667 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

20,000 

うち過年度残額 

(千円) 

20,000 

その他（Ｃ） (千円) 

10,000  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

13,333 

うち過年度残額 

(千円) 

13,333 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.45（医療分）】 
がん薬物療法機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田大学医学部附属病院 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県のがん薬物療法専門医は４人（人口 100 万対 4.3）であり、

薬物療法医の不足が課題である。（全国：1,460 人：人口 100 万対

11.7） 

秋田大学医学部附属病院腫瘍内科に配置した薬物療法医を県

内のがん診療連携拠点病院等に派遣し、機能強化を図ることで、

がん医療提供体制の均てん化を図る必要がある。 

 アウトカム指標 ・がんに係る薬物療法のべ患者数（Ｒ２：10,571 人 → Ｒ４：

10,771 人 → Ｒ５：10,871 人→ Ｒ６：10,971 人 ） 

事業の内容 がん診療連携拠点病院等へ派遣し、がん薬物療法に係る指導・

助言等を行うための医師（２人）を秋田大学医学部附属病院腫瘍

内科に配置するために要する費用に対し補助する。 
アウトプット指標 ・本県のがん薬物療法専門医数（Ｒ３：４人 → Ｒ６：６人） 

・本事業によりキャンサーボードに介入する病院数（Ｒ３：０→

Ｒ６：９） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、各がん診療連携拠点病院等において個別性の高

い薬物療法を行うためのレベルアップ及び病院間のネットワー

ク形成が図られることで、全県のがん医療の均てん化が図られ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

10,000 

うち過年度残額 

(千円) 

10,000 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,000 

うち過年度残額 

(千円) 

5,000 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

15,000 

うち過年度残額 

(千円) 

15,000 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

10,000 

うち過年度残額 

(千円) 

10,000 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.46（医療分）】 
呼吸器疾患診療体制確保事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,361 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田大学医学部附属病院 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

健康寿命日本一を目指す本県においては、加齢とともに増加傾

向にある肺がんや慢性閉塞性肺疾患などの呼吸器疾患へ的確に

対応できる診療体制の確保が大きな課題となっているが、呼吸器

内科医師数は全国に比べ低い水準に止まっており、不在の二次医

療圏も存在している。 

（人口 10 万人対呼吸器内科医師数（R4） 全国 5.6 人 本県

4.6 人） 

 アウトカム指標 ・医師の充足状況調査（呼吸器内科）  

Ｒ３：55.3％ → Ｒ４：60％ → Ｒ５：65％ → Ｒ６：70％ 

事業の内容 県、県医師会及び県病院協会の要請に応じて秋田大学に設置さ

れた呼吸器内科学講座に対し、呼吸器内科医の養成に関する研究

を委託する。 
アウトプット指標 ・呼吸器内科学講座入局者数（毎年１名以上） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

呼吸器内科学講座の入局者を確保することで、その養成課程に

おいて呼吸器内科医が不在の地域中核病院への派遣により地域

の診療体制を確保することができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,361 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

8,907 

うち過年度残額 

(千円) 

8,907 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

4,454 

うち過年度残額 

(千円) 

4,454 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

13,361 

うち過年度残額 

(千円) 

13,361 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

  (千円) 

8,907 

うち過年度残額 

(千円) 

8,907 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.47（医療分）】 
災害医療従事者育成研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,545 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地震などの自然災害や大規模な事故の発生、新興感染症のまん

延時等に、被災地における医療活動や地域において必要な医療を

提供できるよう、災害時の医療体制の充実強化を図る必要があ

る。 

 アウトカム指標 ・災害医療基礎研修の受講者のうち日本ＤＭＡＴ隊員養成研修候

補者数 

 10 人（R5）→15 人（R6）→25 人（R7） 

事業の内容 災害時における医療について、県内の医療従事者が最新の知

識・技術を習得するための研修を実施する。 
アウトプット指標 ・災害医療基礎研修の修了者数 40 人（R5）→40 人（R6）→40

人（R7） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

災害医療基礎研修の修了者が増加することにより、新規ＤＭＡ

Ｔ隊員候補者が増加し、災害時における適切な医療提供体制が確

保できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,545 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,363 

うち過年度残額 

(千円) 

2,363 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,182 

うち過年度残額 

(千円) 

1,182 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

3,545 

うち過年度残額 

(千円) 

3,545 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

2,363 

うち過年度残額 

(千円) 

2,363 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） うち過年度残額 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.48（医療分）】 
勤務環境改善支援センター設置事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

797 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、医師をはじめとする医療従事者の不足・地域による偏在の解

消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・正規雇用看護職員離職率の全国値(10.9％)以下 

事業の内容 医療従事者の離職防止・定着促進及び医療安全の確保を図るた

め、医療分野の勤務環境改善に努める医療機関に対し、勤務環境

改善計画の作成指導等により支援を行う。 
アウトプット指標 ・勤務環境改善計画策定医療機関数（H27：２ → R3：10→ 

R6 : 21） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、医療機関の計画策定を支援することで、医療従

事者の離職防止、定着促進、医療安全の確保等が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

797 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

531 

うち過年度残額 

(千円) 

531 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

  266 

うち過年度残額 

(千円) 

266 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

797 

うち過年度残額 

(千円) 

797 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

531 

うち過年度残額 

(千円) 

531 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.49（医療分）】 
医療勤務環境改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するた

め、医師をはじめとする医療従事者の不足・地域による偏在の解

消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 アウトカム指標 ・正規雇用看護職員離職率の全国値（11.5％）以下 

 全国値（日本看護協会 2020 年病院看護実態調査） 

事業の内容 医療勤務環境改善計画に基づき、医療従事者の離職防止及び定

着促進のため、施設・設備等の整備やタスクシフト／シェア等を

推進するための研修（他者主催の研修への参加も含む）を行う経

費に対して助成する。 
アウトプット指標 ・医療勤務環境改善のため、当該補助により施設・設備等の整備

やタスクシフト／シェアを推進するための研修（他者主催の研

修への参加も含む）を行う医療機関数（R3：累計 13 か所 → 

R4：累計 17 か所 → R5：累計 20 か所 → R6 : 累計 25
か所） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、勤務環境に資する施設・設備やタスクシフト／

シェア等を推進するための研修（他者主催の研修への参加も含

む）の整備を促進することで、医療従事者の離職防止、定着促進、

医療安全の確保等が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

667 

うち過年度残額 

(千円) 

667 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

333 

うち過年度残額 

(千円) 

333 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,000 

うち過年度残額 

(千円) 

1,000 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 



（様式３：秋田県） 

93 
 

の別（注１） 民  

(千円) 

667 

うち過年度残額 

(千円) 

667 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.50（医療分）】 
総合的な診療能力を持つ医師養成支援事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,521 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県では、高齢化の進行に伴い、複数の慢性疾患を有する患者

が増加していることから、地域において広範な領域の疾患を横断

的に診ることができる総合診療医の育成・確保が求められてい

る。 

 アウトカム指標 ・秋田大学「総合診療医センター」において、キャリアをサポー

トする 

他大学の医師・学生数 R6 実人数 21 人 

事業の内容 将来、本県で勤務予定の自治医科大学生及び東北医科薬科大学

生などの他大学の医学生が、今年度中に設置予定の秋田大学「総

合診療医センター」の取組に継続的に参加しやすくなるよう、地

域医療実習やシンポジウム等を開催し、学生や若手医師間のネッ

トワーク構築の促進を図る。 
アウトプット指標 ・実習及びシンポジウム他大学の参加学生数 

（R1  0 人→ R6  実人数 42 人） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

実習及びシンポジウムを開催することにより、参加学生のうち

半数が総合診療科等を目指すよう強く働きかける。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,521 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,347 

うち過年度残額 

(千円) 

2,347 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,174 

うち過年度残額 

(千円) 

1,174 

計（Ａ＋Ｂ）  

  (千円) 

3,521 

うち過年度残額 

(千円) 

3,521 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

  (千円) 

2,347 

うち過年度残額 

(千円) 

2,347 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.51（医療分）】 
医療専門職支援人材の確保・定着事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,215 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 学校法人コア学園 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

令和６年４月から適用される勤務医に対する時間外労働の上

限規制適用に向け、医療の働き方改革が推進されている。取組項

目の一つにタスク・シフティングの推進が挙げられており、医師

の事務作業については医療専門職支援人材により分担して実施

し、医師の労働環境改善を図ることが求められている。また、将

来的な医療のデジタル化を見据えた人材の育成も重要な課題で

あり、医療専門職支援人材に係る養成機関として率先して取り組

む必要がある。 

 アウトカム指標 ・養成所の卒業生のうち医療秘書（医療事務を含む）として県内

就職した者の割合（Ｒ６：６０％） 

事業の内容 日本医師会認定医療秘書養成機関における教育内容の充実を

図り、秋田県医師会の協力のもと、デジタル関連を含めた幅広い

医療事務の知識を身につけ、最新の情報処理能力を有する医療専

門職支援人材として、県内医療機関での就業へ繋がるための経費

や教育力向上に係る経費を助成する。 
アウトプット指標 ・養成所の卒業生のうち医療秘書の資格を取得する者の割合（Ｒ

６：９５％） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医療秘書の資格を取得し県内に就職することで、医療専門職支

援人材が確保され、医師の労働環境改善が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,215 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

810 

うち過年度残額 

(千円) 

810 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

405 

うち過年度残額 

(千円) 

405 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,215 

うち過年度残額 

(千円) 

1,215 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

  (千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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の別（注１） 民  

(千円) 

810 

うち過年度残額 

(千円) 

810 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.52（医療分）】 
感染症に対応する基盤整備・連携体制強化

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

37,500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田大学医学部附属病院ほか 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

新型コロナウイルス感染症の蔓延では、感染症に対応できる医

療機関や従事者の少なさ、介護・福祉施設等の感染対策の脆弱さ、

地域住民の不安感拡大が、大きな課題となった。 

その課題に対応するためには、感染症に対応するコアセンター

の設置や感染症専門の人材確保による感染症対策の基盤を整備

するとともに、感染症の蔓延に備え、地域の医療機関や介護福祉

施設等を支援する連携体制を強化することで、感染症に強い地域

づくりを進める必要がある。 

 アウトカム指標 ・研修・講演参加者延べ数  

R3：0 人 → R4:66 人 → R5：132 人 → R6：200 人 

事業の内容 １ 秋田感染症コアセンターの設置と人材育成 
２ 病原体ゲノム解析を活用した感染制御体制の構築 
３ 全県的な感染制御ネットワークの構築 
４ 感染症対策の強化に向けた地域における医療・介護連携体

制の構築 
アウトプット指標 ・新たに取得した専門資格者  R3：0 → R6：5 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

専門資格者が講師となり、継続的に研修等を開催することによ

って参加者数が増加し、地域の感染症対策基盤が強化される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

37,500 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

25,000 

うち過年度残額 

(千円) 

25,000 

都道府県 

（Ｂ） 

 

  (千円) 

12,500 

うち過年度残額 

(千円) 

12,500 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

37,500 

うち過年度残額 

(千円) 

37,500 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

25,000 

うち過年度残額 

(千円) 

25,000 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

地域介護福祉施設等整備事業 

【総事業費（計画期間の

総額）】 

42,000 千円 

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

県央区域、県南区域 

事業の実施主体 社会福祉法人等 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウ

トカ

ム指

標 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の一月あたりサービス見込み量 

323 人 

事業の内容 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の円滑な開設のため、施設の開設

準備に要する経費の支援を行う。 
 

アウトプット指

標 

介護施設の開設準備に要する経費等支援 ３か所 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

介護施設等における開設時の経費を支援することにより、地域密着型サービ

スの利用見込み人数を増とする。 

事 業 に 要

す る 費 用

の額 

事業内容 総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ）（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 

（注２） 
国（Ａ） 都道府県

（Ｂ） 

①地域密着型サー

ビス施設等の整備 

(千円) 

42,000 

(千円) 

28,000 

(千円) 

14,000 

(千円) 

0 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経

費 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

③介護保険施設等

の整備に必要な定

期借地権設定のた

めの一時金 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

④介護サービスの

改善を図るための

既存施設等の改修 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

⑤民有地マッチン

グ事業 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

⑥介護施設等にお

ける新型コロナウ

イルス感染拡大防

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 
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止対策支援事業 

⑦介護職員の宿舎

施設整備 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 

42,000 

 

基
金 国（Ａ） 

 

(千円) 

28,000 

うち過年度残額 

(千円) 

26,288 

都道府県（Ｂ） 

 

(千円) 

14,000 

うち過年度残額 

(千円) 

13,143 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

42,000 

うち過年度残額 

(千円) 

39,431 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額 

（国費）に

おける公民

の別 
（注３） 

（注４） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民 うち受託事業等 

(千円) 

28,000 

うち過年度残額 

(千円) 

26,288 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.1（介護分）】 
福祉・介護人材確保推進事業 

（協議会運営） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

927 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護や福祉サービスを必要としている人の増加に伴い、事業所等における必

要な職員数は増加しており、人材の確保・定着を図ることが喫緊の課題となっ

ている。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人） 

事業の内容 介護・福祉人材の確保・定着の新たな施策の検討や事業を実 

施する人材確保推進協議会の開催及びワーキンギチームによる調査研究 

アウトプット指標 協議会の開催（１回） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

学生や求職者等へ介護・福祉職等の仕事の魅力ややりがいを伝えることによ

り、将来の職業選択の一つとして認識してもらうための方策について協議を

行い、具体の取組につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

９２７ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

６１８ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

３０９ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

９２７ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

６１８ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 



（様式３：秋田県） 

104 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施等事業 

事業名 【No.2（介護分）】 
介護サービス事業所認証評価事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,981 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図る。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人） 

事業の内容 介護人材確保対策のための処遇改善や人材育成等に積極的に取り組む事業者

を評価・認証し、「見える化」することで、質の高い介護人材の確保・定着を

図る。 

アウトプット指標 新規参加宣言事業者（１５法人）、認証事業者（７８法人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

参加宣言及び認証事業者を公表することで、広く介護の仕事や魅力について

発信することにより、介護への理解を深めるとともに、他分野に負けない多く

の優良事業者があることをアピールする取組等により、人材の参入促進及び

定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

２４，９８１ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１６，６５４ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

８，３２７ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

２４，９８１ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

４４５ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

１６，２０９ 

うち過年度残額 

(千円) 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

１６，２０９ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.3（介護分）】 
福祉・介護人材確保推進事業 

（小学生向け福祉教育副読本の配布・中学校における

福祉の仕事のセミナー開催） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,780 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人） 

事業の内容 県内中学校を訪問し、介護・福祉の仕事の種類や内容、介護等従事者の体験談

等を説明するセミナーを開催 

アウトプット指標 セミナー開催中学校（９校） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

中学生へ介護職等の仕事の魅力ややりがいを伝えることにより、将来の職業

選択の一つとして認識してもらい、介護職等への就業促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

２，７８０ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１，８５３ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

９２７ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

２，７８０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

１，８５３ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

１，８５３ 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.4（介護分）】 
学校連携による介護の仕事の魅力発見事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,788 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人） 

事業の内容 中学校や高校において介護ロボットの操作体験会を開催し、生徒・教員等に介

護の仕事の魅力を伝えるとともにイメージの向上を図る。 

アウトプット指標 操作体験会開催（２０校） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

中学生や高校生等へ介護のマイナスイメージを払拭するため、最新の機器の

活用も進む介護現場での仕事のやりがいや魅力を伝えることにより、将来の

職業選択の一つとして認識してもらい、介護分野への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

６，７８８ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

４，５２５ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

２，２６３ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

６，７８８ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

４，５２５ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

４，５２５ 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.5（介護分）】 
ケアワーカー情報発信事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,168 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人） 

事業の内容 介護職員が主役となった動画制作を行い、介護人材確保対策のための専用Ｗ

ｅｂサイトやＳＮＳ等で発信するほか、小学生向けに介護職員による出前講

座を実施することで、介護職に対するイメージを向上し将来的な人材確保を

図る。 

アウトプット指標 Ｗｅｂサイト閲覧数（30,000 件） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

早い段階から介護の仕事について理解を深めるとともに、幅広年齢層に向け

て情報発信することで、介護職を職業選択の一つとして認識してもらい、介護

分野への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

６，１６８ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

４，１１２ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

２，０５６ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

６，１６８ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

２０５ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

３，９０７ 

うち過年度残額 

(千円) 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

３，９０７ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごとと魅力発信事業 

事業名 【No.6（介護分）】 
外国人等介護従事者受入環境整備事業 

（在住外国人向け研修の開催） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

360 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人） 

事業の内容 県内在住外国人の介護分野への参入を図る研修等を行い、介護人材の確保及

び中長期的な外国人材の受入れに向けた環境づくりを促進する。 

アウトプット指標 研修の実施（10 人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

県内の就業意欲の高い在住外国人を対象に介護の初歩的な業務や知識を学ぶ

研修を実施し、介護分野への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

３６０ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２４０ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１２０ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

３６０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

２４０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

２４０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大基盤整備 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体

験等事業 

事業名 【No.7（介護分）】 
中学・高校生等を対象とする介護の職場体験事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,500 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図る。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人） 

事業の内容 中学・高校生や大学生などの若年層を主な対象に、介護施設等での職場体験の

機会を提供し、介護職が将来の職業選択の一つとして認識されるための機運

を醸成する。 

アウトプット指標 中・高校生等を中心とする若年層の職場体験者（100 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

介護施設等での職場体験により、若年層の介護職への理解を深めることによ

り、介護職が将来の職業選択の一つとして認識されるための機運を醸成し、介

護職への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

３，５００ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２，３３３ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１，１６７ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

３，５００ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

２，３３３ 

うち過年度残額 

(千円) 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

２，３３３ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）（多様な人材層（若者・女性・高齢者）の参入促進事業）イ 多

様な人材層（若年・女性・高齢者）応じたマッチング機能強化事業 

事業名 【No.8（介護分）】 
介護人材確保対策事業 

（介護分野のマッチング機能強化） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

27,451 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図る。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人） 

事業の内容 県機関に介護職を経験した専門職員を配置するとともに、秋田県福祉保健

人材研修センターにキャリア支援専門員を配置し、相互に連携しながら事業

所や養成施設、高校等への訪問活動を行うほか、求職者の開拓や潜在的能力の

発掘など、求職者への相談支援活動を行い、介護・福祉分野のマッチング機能

を強化する。 

 また、Ａターン（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）希望者に対し、県内の介護事業所の実

情について積極的な情報提供を行い、県外からの人材確保を図る。 

アウトプット指標 福祉保健人材センター登録者の採用人数（100 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

介護分野の求人求職に係る専門職員を配置し、介護分野のマッチング機能を

強化し、介護職への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

２７，４５１ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１８，２６９ 

うち過年度残額 

(千円) 

１２，５３０ 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

９，１３５ 

うち過年度残額 

(千円) 

６，２６６ 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

２７，４０４ 

うち過年度残額 

(千円) 

１８，７９６ 

その他（Ｃ） (千円) 

４７  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

公  

(千円) 

７，０７３ 

うち過年度残額 

(千円) 

３，９８０ 
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（注１） 民  

(千円) 

１１，１９６ 

うち過年度残額 

(千円) 

８，５５０ 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

１１，１９６ 

うち過年度残額 

(千円) 

８，５５０ 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）（介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講等支援事

業）イ 介護に関する入門的研修等の実 施等からマッチングまで

の一体的支援事業 

事業名 【No.9（介護分）】 
介護職入門研修等開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,199 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図る。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人） 

事業の内容 中高年齢者や学生、主婦層を主な対象として、講義研修及び介護施設での体験

研修を実施し介護職への理解を深める。また、県内介護事業者とのマッチング

を行い参入促進につなげる。 

アウトプット指標 中高年齢者や学生、主婦層を対象とした講義・施設体験研修の実施（20 名×4
回） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

講義研修及び介護施設等での職場体験研修により、受講者の介護職への理解

を深め、介護職への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１０，１９９ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

６，７９９ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

３，４００ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１０，１９９ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

６，７９９ 

うち過年度残額 

(千円) 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

６，７９９ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業）

イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.10（介護分）】 
介護職員等による痰吸引等研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,900 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう従事者の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 介護職員によるたん吸引研修の指導者の増 

（R5:739 人 →R6:789 人） 

事業の内容 研修を実施し、特別養護老人ホーム、居宅サービス事業所等において、医師・

看護職員との連携・協力の下に痰吸引等の医療的ケアを行うことができる介

護職員等を養成する。 

アウトプット指標 介護職員等による痰吸引等研修の実施 

アウトカムとアウトプットの関

連 

介護職員等による痰吸引等の研修を実施することにより、医療的ケアを行う

ことができる介護職員の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１４，９００ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

９，９３３ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

４，９６７ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１４，９００ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

９，９３３ 

うち過年度残額 

(千円) 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

９，９３３ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業）

イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.11（介護分）】 
介護職の実践的スキルアップ講座開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

330 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田大学（大学院医学系研究科付属地域包括ケア・介護予防研修センター） 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護と医療の円滑な連携のため、介護を受けている人の身体の異変に最初に

気付く介護従事者が医療知識を持つことが必要である。 

 アウトカム指標 実施前後の理解度が３０％向上 

事業の内容 介護職員の医療知識の習得のためのフィジカルアセスメント講座や介護支援

専門員のためのファシリテーション講座の開催に要する経費に対して助成す

る。 

アウトプット指標 講座参加者数（ 60 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

専門家による実践的な研修の開催により、介護職の医療的知識を深め、介護従

事者の質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

３３０ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２２０ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１１０ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

３３０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

２２０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業）

イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.12（介護分）】 
訪問介護員の人材養成における基本研修実施事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,443 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県社会福祉協議会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 訪問介護サービス利用者の生活障害は多様化しており、利用者個々のニーズ

に対応するための質の高いサービスの提供ができる人材の育成が必要であ

る。 

 アウトカム指標 研修終了後のアンケートにおいて、学習レベル・実行レベルの向上（対アンケ

ート調査比較 20％向上） 

事業の内容 要介護者の人権を尊重したケア等の知識習得による訪問介護サービスの質の

向上を図るため、訪問介護員を対象とした研修会や、サービス提供責任者を対

象とするマネジメント研修会の開催などに要する経費に対して助成する。 

アウトプット指標 研修参加者数（74 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

訪問介護員及びサービス提供責任者への研修を実施することにより、知識・技

術の習得を行い、訪問介護サービスの質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１，４４３ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

９６２ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

４８１ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１，４４３ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

９６２ 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業）

イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.13（介護分）】 
介護サービスの質の向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,982 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できるよう介護職員のスキルの向上を

図る。 

 アウトカム指標 研修開始前、終了後のアンケートにおいて、学習レベルの向上（対アンケート

調査比較 20％向上） 

事業の内容 個別ケアの普及・実践を目的とした研修を実施するほか、介護事業所を訪問し

て適切な利用者処遇についての助言指導及び介護事故防止のための研修を実

施することにより、質の高いサービスを提供する人材の育成、確保を図る。 

アウトプット指標 フォローアップ施設数(90 事業所) 

アウトカムとアウトプットの関

連 

研修や助言指導等の実施により、質の高いサービスを提供する人材の育成、確

保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１，９８２ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１，３２１ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

６６１ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１，９８２ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

１，３２１ 

うち過年度残額 

(千円) 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

１，３２１ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業）

ハ 介護支援専門員資質向上事業 

事業名 【No.14（介護分）】 
介護支援専門員資質向上研修事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,839 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 指定研修実施機関、秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、要支援・要介護者の在宅での生活が重要視される中で適切な介護サービ

スを受けられる体制作りが求められる。 

 アウトカム指標 主任介護支援専門員研修修了者数 

R3 から R6 まで毎年度 90 人 

事業の内容 介護支援専門員としての資質向上を目的とした法定研修を実施する。 

アウトプット指標 介護支援専門員各法定研修修了者数（830 人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

介護支援専門員数を一定数確保しながら、現任者向けの研修を実施していく

ことにより最新の介護保険制度の動向やこれまでの自身の取り組み方につい

て見直す機会とし従事者の質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１５，８３９ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１，０２９ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

５１５ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１，５４４ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

１４，２９５  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

１，０２９ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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１，０２９  

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業）

ハ 介護支援専門員資質向上事業 

事業名 【No.15（介護分）】 
主任介護支援専門員の指導力向上 OJT 研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,200 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、要支援・要介護者数の増加が見込まれている中で適切な介護サービスを

受けられる体制作りが求められる。 

 アウトカム指標 主任介護支援専門員更新研修修了者数 

R3 から R6 まで毎年度 90 人 

事業の内容 主任介護支援専門員が介護支援専門員に対して適切な助言指導を行うことが

できるようケアプラン点検に同行する等の OJT 研修を行う。 

アウトプット指標 受講者（50 人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

介護支援専門員を指導する立場の主任介護支援専門員の力量を高めること

で、介護支援専門員全体の質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１，２００ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

８００ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

４００ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１，２００ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

８００ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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８００  

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業）

ハ 介護支援専門員資質向上事業 

事業名 【No.16（介護分）】 
介護支援専門員等に対する実践力向上研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,231 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、要支援・要介護者数の増加が見込まれている中で適切な介護サービスを

受けられる体制作りが求められる。 

 アウトカム指標 主任介護支援専門員研修修了者数 

R3 から R6 まで毎年度 90 人 

事業の内容 小規模事業所の初任段階の介護支援専門員等を対象に OJT による研修を行う

などにより、地域全体で介護支援専門員の実践力向上を図る。 

アウトプット指標 研修受講者（200 人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

介護支援専門員数を一定数確保しながら、介護支援専門員等に対して実践力

を向上させるための研修を行い、従事者の質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１，２３１ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

８２１ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

４１０ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１，２３１ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

８２１ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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８２１  

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.17（介護分）】 
認知症医療支援体制連携強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,372 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 認知症サポート医：R6 年度末に 153 名 （R5 末 137 名） 

事業の内容 医師、歯科医師、薬剤師、看護師等の認知症対応力を向上するための研修会を

実施。 

また、地域において認知症医療に習熟し、かかりつけ医への助言や専門医療機

関との連携役となる認知症サポート医の養成、若年性認知症の本人や家族等

への専門的な相談や支援を担う人材の育成を行う。 

アウトプット指標 研修参加者数（かかりつけ医 40 名、歯科医師 40 名、薬剤師 40 名、看護職員

対応力向上研修 40 名）、 
認知症サポート医養成研修派遣者数（16 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

認知症サポート医養成研修へ医師を派遣し、サポート医数の増加を図る。ま

た、専門職に対する対応力向上研修を実施し、認知症医療の体制強化を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

３，３７２ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２，２４８ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１，１２４ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

３，３７２ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

５９３ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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１，６５５  

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

１，６５５ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.18（介護分）】 
認知症介護支援体制連携強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,016 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができる支援体制の構築を図

る。 

 アウトカム指標 研修修了による法定配置要件の充足  

→、介護指導者の増（R5 26 人） 

事業の内容 介護支援体制を強化するため、認知症対応型サービス事業所の管理者等、法定

で義務付けられている者への研修の実施や認知症介護指導者養成研修への派

遣等を行う。 

アウトプット指標 研修参加者数（95 名）、 
介護指導者養成研修への派遣（2 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

法定で研修の受講が義務づけられている研修を実施し、介護支援体制の充実

を図る。 

また、認知症介護指導者養成研修等へ派遣して研修体制の強化を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

３，０１６ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２，０１１ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１，００５ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

３，０１６ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

４３３ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 



（様式３：秋田県） 

136 
 

１，５７８  

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

１，４４３ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.19（介護分）】 
認知症福祉支援体制連携強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,266 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県、市町村 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 認知症初期集中支援チームの訪問実績（25 市町村） 

事業の内容 市町村が配置する認知症初期集中支援チーム員、認知症地域支援推進員に必

要な知識や技術を習得するための研修受講を支援し、認知症の早期発見・早期

対応の体制構築を継続して推進する。 

アウトプット指標 認知症初期集中支援チーム員研修受講者数（21 名） 
認知症地域支援推進員研修受講者数（32 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

認知症初期集中支援チーム員研修、認知症地域支援推進員研修の受講者の増

を図り、認知症初期集中支援チーム員、認知症地域支援推進員の欠員に対応す

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

３，２６６ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２，１７７ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１，０８９ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

３，２６６ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

２，１７７ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 



（様式３：秋田県） 

139 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

ロ チームオレンジコーディネーター研修等事業 

事業名 【No.20（介護分）】 
オレンジ・チューター、コーディネーター養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

265 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 チームオレンジの取組実績(R1:0 件→R7:25 件） 

事業の内容 認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サポーター等を中心とした支援

者をつなぐ「チーム・オレンジ」の立ち上げ、企画･運営、活動の推進をする

オレンジコーディネーターを養成するための講師となるオレンジ・チュータ

ーを養成する。 

アウトプット指標 オレンジ・チューター養成研修受講者数（１名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

チームオレンジの立ち上げや企画・運営に必要なチームオレンジコーディネ

ーター養成研修の講師となるオレンジチューターを養成し、市町村のチーム・

オレンジの取組を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

２６５ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１７７ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

８８ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

２６５ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

１７７ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成・資質向上事    

     業 

事業名 【No.21（介護分）】 
地域包括支援センター機能強化推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

420 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県地域包括・在宅介護支援センター協議会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者等が地域で自立した生活を送れるよう、地域包括ケアシステムの構築

に向け、地域包括支援センター等の職員が制度改正や社会情勢の変化にも柔

軟に対応していけるよう資質向上を図る。 

 アウトカム指標 新任職員等が基礎的な研修会を通じ、的確な相談支援を実践できるよう、研修

前後のアンケートにおいて学習レベルの向上を図る。（対アンケート調査比較

20%向上） 

事業の内容 県内地域包括支援センター等に新たに配置された職員を対象とした、総合相

談、介護予防マネジメント、権利擁護等についての基礎的な研修会を実施す

る｡ 

アウトプット指標 研修参加者数（70 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

新任職員への基礎的研修により、多様化した住民ニーズへ対応できるよう、地

域包括支援センター等の機能強化を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

４２０ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２８０ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１４０ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

４２０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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２８０  

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

２８０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成・資質向上事 

     業 

事業名 【No.22（介護分）】 
ケアラー支援・普及啓発事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,601 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ ケアラー・ヤングケアラーの問題は顕在化しにくく、必要なサービスが行き届

いていないケースや、認識されても根本の解決に繋がらない場合が多い。その

ため、地域包括支援センターを運営する行政担当者や、事業委託を受けている

事業所職員等、相談援助に従事する者を対象とした研修等を通じてケアラー

に関する知識や理解を深め、医療・介護を含む地域社会全体が連携して支援す

る体制を構築する必要がある。 

 アウトカム指標 ケアラー支援に関する出前講座依頼件数前年度（４件）以上 

事業の内容 地域包括支援センター職員等を対象とした普及啓発セミナーや相談援助研修

の開催 

アウトプット指標 普及啓発セミナー等受講者総数（300 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

普及啓発事業を通じてケアラー・ヤングケアラーに対する認知度と興味関心

を高め、出前講座依頼数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

５，６０１ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

３，７３４ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１，８６７ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

５，６０１ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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３，７３４  

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

３，７３４ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成・資質向上事 

     業 

事業名 【No.23（介護分）】 
フレイル予防啓発事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,648 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県（一部外部委託） 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 健康寿命日本一に向けて、地域包括ケアシステムの構築に係る人材の育成や

資質向上を図る。 

 アウトカム指標 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な取組を実施している市町村数の増加

（25：令和６年度の目標値） 

 ※令和 3 年度：19 令和 4 年度：23 令和 5 年度：23  

事業の内容 フレイル予防の正しい認識を共有するため、地域包括支援センター職員等に

対して講習会・研修会を開催し、普段の活動に反映してもらう。また、食生活

や運動に特化したフレイル予防に係る出前講座等を、県民を対象に実施し、

日々の行動変容につなげる。 

アウトプット指標 研修会等の実施、参加者（39 回、累計 1,037 人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

地域包括支援センター職員等の資質向上により市町村のマンパワー不足の解

消を図り、市町村の取組を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１，６４８ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１，０９９ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

５４９ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１，６４８ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

１０７ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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９９２  

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

９９２ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護施設等における防災リーダー養成等支援事業 

事業名 【No.24（介護分）】 
介護施設等における防災リーダー養成等事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,537 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 自力避難困難な介護施設入所者の安全確保に向けて、介護職員にはより実践

的な防災知識と技能の習得が求められている。 

 アウトカム指標 介護施設等の防災体制の構築や行動マニュアルの作成、避難訓練や防災研修

の企画・実施など、防災対策を主導的に進める介護職員の養成を図る。  

事業の内容 介護現場における防災対応等について学ぶ座学とグループワーク等を実施す

る。 

アウトプット指標 研修受講者数（100 人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

本研修修了者を中心として、介護施設内での防災体制の構築を図り、防災意識

の向上が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１，５３７ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１，０２５ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

５１２ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１，５３７ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

１，０２５ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

１，０２５ 

うち過年度残額 

(千円) 

 



（様式３：秋田県） 

149 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）外国人介護人材研修支援事業 

事業名 【No.25（介護分）】 
外国人等介護従事者受入環境整備事業 

（セミナー等受入環境整備） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

750 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998 人） 

事業の内容 管理者等に対して外国人等介護従事者の受入れ際して課題となる賃金、労働

時間、安全衛生など労働法規等に関するセミナーや個別相談会を開催し、介護

人材の確保及び中長期的な外国人材の受入れに向けた環境づくりを促進す

る。 

アウトプット指標 セミナー開催（50 人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

外国人材の受入制度について事業者の理解を深めることにより、外国人材参

入の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

７５０ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

５００ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

２５０ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

７５０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

０ 

うち過年度残額 

(千円) 

  

民  

(千円) 

５００ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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５００  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

事業名 【No.26（介護分）】 
外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

940 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスが提供できる

よう介護職員の確保を図る。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27:21,133→R6:23,220 人)  

事業の内容 ＥＰＡにより入国し、介護福祉士資格の取得を目指す外国人介護福祉士候補

者を受け入れた施設が行う日本語学習や介護専門学習等に対して助成する。 

アウトプット指標 ＥＰＡに基づき入国し、県内で介護福祉士資格取得を目指す外国人の人数（６

人） 
アウトカムとアウトプットの関

連 

外国人介護福祉士候補者受入施設が行う日本語学習や介護専門学習等に対し

て助成することで外国人の介護分野への参入・定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

９４０ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

６２７ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

３１３ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

９４０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

６２７ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 

（小項目）介護職員長期定着支援事業 

     ハ 若手介護職員交流推進事業 

事業名 【No.27（介護分）】 
若手介護職員交流推進事業 

(新人介護従事者定着支援研修事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,725 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人）  

事業の内容 特に離職率の高い入職後３年以内の職員を対象に、業務に必要な知識・技術を

習得すると共に、グループワーク等を通じ課題等の共有・解決を図るための研

修を行う。 

アウトプット指標 研修受講者（60 名） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

本研修を受講することにより若手職員同士のネットワークの構築が図られる

とともに、介護職の魅力の再確認につながり、新人介護職員の早期離職防止・

定着促進につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１，７２５ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１，１５０ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

５７５ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１，７２５ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

１，１５０ 

うち過年度残額 

(千円) 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

１，１５０ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考 Ｒ６計画 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー・メンター制度等導入支援事業 

事業名 【No.28（介護分）】 
人材確保対策セミナー開催事業 

（エルダー・メンター研修含む） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,053 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人）  

事業の内容 新人介護職員の早期離職防止・定着促進を図るため、指導役・相談役となる職

員の養成研修を実施する。 

アウトプット指標 養成研修実施によりエルダー・メンター制度の促進 
（研修受講者 60 人） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

養成研修の実施によりエルダー・メンター制度の構築、導入を図るほか、エル

ダー・メンター役となる人材を養成し、新人介護職員の早期離職防止・定着促

進につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

３，０５３ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２，０３５ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１，０１８ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

３，０５３ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

２，０３５ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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２，０３５  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

   イ 管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.29（介護分）】 
介護人材確保対策事業 

（介護人材定着促進） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

４，１３９千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人）  

事業の内容 理学療法士派遣による腰痛予防対策の普及及び社会保険労務士等の派遣によ

る職場環境等の改善により、介護職の職場定着を支援する。 

アウトプット指標 理学療法士派遣による腰痛予防対策の普及（25 事業所） 
社会保険労務士等の派遣による職場環境等の改善（25 事業所） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

理学療法士や社会保険労務士等の派遣により、介護事業所の職場環境等の改

善が図られることにより、介護職員の定着促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

４，１３９ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２，７５９ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１，３３０ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

４，１３９ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

２，７５９ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

ハ 介護生産性向上推進総合事業 

事業名 【No.30（介護分）】 
業務改善総合相談センター事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,212 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人）  

事業の内容 「あきた介護業務「カイゼン」サポートセンター」を設置し、介護ロボットや

ＩＣＴ、その他生産性向上に関する取組を実施するほか、人材確保に関する各

種事業等とも連携の上、介護事業者に対し、ワンストップ型の支援を実施す

る。 

アウトプット指標 介護事業所からの相談件数（25 件） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

介護現場の生産性向上の促進により介護職員の負担軽減が図られ、介護職員

の離職防止につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１２，２１２ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

８，１４１ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

４，０７１ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

１２，２１２ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

８，１４１ 

うち過年度残額 

(千円) 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

８，１４１ 

うち過年度残額 

(千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）外国人介護人材受入れ環境整備 

（小項目）外国人介護人材受入施設等環境整備事業 

事業名 【No.31（介護分）】 
外国人等介護従事者受入環境整備事業 

（設備整備等受入環境整備） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,000 千円 

事業の対象となる医療介護総合

確保区域 

全区域 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービスを提供できる

よう介護職員の確保を図ることが必要。 

 アウトカム指標 介護職員の増加（H27：21,133→R6：23,220 人）  

事業の内容 外国人の介護分野への参入・定着を図り、介護人材確保及び中長期的な外国人

材の受入れに向けた環境づくりを促進するため、外国人介護人材を実際に受

入れる介護サービス事業者が実施する、多言語翻訳機の導入等のコミュニケ

ーション支援等、環境整備の取組について助成する。 

アウトプット指標 外国人介護人材の受入れ環境を整備した事業所数（10） 

アウトカムとアウトプットの関

連 

外国人介護人材の受入れ環境の整備により、外国人の介護分野への参入・定着

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

２，０００ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１，３３４ 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

６６６ 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

２，０００ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

１，３３４ 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 


